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イネいもち病菌飛散胞子の隣接試験区からの移入が発病に及ぼす影響の

格子モデルによる解析

石　 川　 浩　 司1, 2・ 黒　 田　 智　 久1, 2・ 岩　 田　 大　 介1

Kouji ISHIKAWA ,  T om ohisa KURODA ,  Daisuke IWATA：

Evaluation of the effect of spore m igration of rice blast fungus from  adjacent test plots on incidence of 

the disease by a lattice m odel

　 小規模な試験区間でのイ ネいも ち病飛散胞子の移入・ 移出が発病抑制効果の評価に与える 影響を， マルチラ イ ン をモ

デル化し て解析し た。 解析には仮想空間のイ ネ群落で胞子飛散によ り 葉いも ちが病勢進展する 格子モデルを用いた。 親

和性品種単植区と 混植区を含む３ 区３ 反復の試験区を ラ テン方格法で配置し た場合と ， ラ テン方格の９ つの試験区を全

て単一の混植比と し た場合の発病抑制効果を比較し た。 ラ テン方格で配置し た場合， 単一に比べ発病抑制効果の評価基

準と なる 単植区の病斑は少なく ， 混植区の病斑は多く なっ た。 小規模試験では発病抑制効果が低く 評価さ れ， その影響

は発病の少ない試験区ほど 大き いこ と が明ら かと なっ た。

Key w ords： rice,  blast,  P yricularia oryzae Cavara,  m igration， lattice m odel

緒　 　 言

　 いも ち病（ 病原菌P yricularia oryzae Cavara） はイ ネ

の重要病害であり ， その被害を 抑制する ため多く の圃場

で薬剤防除が行われ， 一部の品種ではイ ネの持つ真性抵

抗性や圃場抵抗性の利用が実用化さ れている 。 こ れら の

防除技術の発病抑制効果は１ 区数十㎡程度の小規模な圃

場試験を 実施し ， 無処理区の発病程度を基準に評価さ れ

る こ と が一般的である 。 いも ち病は飛散し た胞子によ り

空気伝染する ため， 隣接する 試験区間で菌の移入・ 移出

が起こ り 発生量に影響し ている と 考えら れる 。 し かし ，

試験区内の感染と 飛散胞子によ る 移入（ 以下， 移入） に

よ る 試験区外から の感染は， 通常の発病調査では区別で

き な い。 移入の影響を 評価する にはDNA によ る 個体識

別が可能な菌株を伝染源と し て増殖さ せ， 採集し た多数

の菌株を 用いてDNA 配列の違いによ る 個体識別を 行う

試験が必要だが， その報告はない。 こ のよ う に多大な労

力が必要など の理由で実際の試験実施が困難な問題の解

析にはシミ ュ レ ーショ ン によ る 検討が有効と 思われる 。

　 いも ち病の発病抑制技術の１ つである マルチラ イ ンは，

イ ネの持つ真性抵抗性を 利用し ていも ち病の発病を 抑制

する 方法であ り ， 新潟県は2005年に「 コ シ ヒ カ リ 新潟

BL」（ 石崎， 2010） を 約9. 4万haに導入し た。 小規模な

圃場試験で評価さ れたマルチラ イ ン の発病抑制効果は

理論値よ り も 低いと 報告さ れ（ 芦澤， 2007； 石川ら ，

2021a）， 石川ら （ 2021a） はそ の差を2. 4～5. 6倍と し て

いる 。 こ れは解析に使用し た理論モデルで考慮さ れてい

ない要因がある ためで， 芦澤（ 2007） はこ の差が自己感

染比率によ る も のと 推定し た。 し かし ， 種子混合さ れた

マルチラ イ ン の株内感染における 自己感染比率は芦澤が

推定し たほど 高く なく ， 自己感染比率で理論値と 圃場試

験の差を 説明する こ と は難し い（ 石川・ 黒田， 2021）。

こ のため， 発病抑制効果の圃場試験と 理論値の差がど の

よ う な要因で生じ たかは未解明のま ま と なっている 。

　 マルチラ イ ンにおける いも ち病の発病抑制の仕組みは，

いも ち病菌の個体群動態の結果である レ ース 頻度と 密接

な関連がある 。 し たがっ て， 未解明な発病抑制要因が存

在すればマルチラ イ ンにおける レ ース 頻度の予測精度に
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も 影響する 。 M undt（ 2002） はマルチラ イ ン の圃場試験

では比較の為に設置さ れた単植区の影響で発病抑制効果

が低下し ， その程度は試験区の大き さ や風の状況によ り

変動する こ と を指摘し ている 。 マルチラ イ ン の発病抑制

効果を 評価し た試験の多く は， １ 圃場内を複数の小面積

の試験区に分け， 親和性品種と 非親和性品種の構成比の

異なる 試験区と ， 比較の為の親和性品種の単植区を 設け

て 行われて いる （ 芦澤， 2007； Nakajim a et al.,  1996；

進藤・ 細野， 1989）。 し たがっ て， 圃場試験での発病抑

制効果の値と その理論値と の差には， 発病の多い単植区

から 発病の少ない混植区への移入が影響し ている 可能性

がある 。

　 そこ で， 生態学分野で利用さ れている 空間構造を 明示

し た格子モデル（ 巌佐， 1998） によ る シミ ュ レ ーショ ン

を行い， 小規模の圃場試験において隣接する 試験区間の

移入・ 移出が発病抑制効果に与える 影響を検討し た。

材料および方法

１ ． 葉いもちの病勢進展モデル

　 演算にはいも ち病菌の胞子がイ ネ株間を伝染勾配に従

い拡散し ながら 葉いも ちが病勢進展する 格子モデルを用

いた。 本モデルではイ ネ１ 株を１ 格子と し ， 発病株から

格子で囲われた区域外に拡散する 胞子が生じ た場合， そ

れら は新たな感染に関与し ないと し た。

　 最上位展開葉のみでいも ち病に対する 感受性が高いこ

と から （ 吉野， 1979）， 本モデルでは， 最上位展開葉の

一つ下位の葉位に存在する 病斑から 飛散し た胞子によ り ，

最上位展開葉のみが感染可能と し た。

　 株内感染によ っ て第 i 条第j 株の葉位k-1 にある 病斑を

伝染源と し て， 同一株の葉位kに新たに生じ る 病斑の数，

L k, i, jは式１ で求めた。

　 L k, i, j ＝ L k-1, i, j A i, j Sk IR 0　 　 　 　 　 　 　 　 　 （ 式１ ）

 　 [ k： 演算時最上位展開葉の葉位（ 13≧k≧8）， L k, i, j：

第i 条第j 株格子の株の葉位k上の病斑数， Ａ i, j： 分布す

る レ ース に親和性の系統の第i 条第j 株格子の株におけ

る 親和性割合（ [ 0，1. 0] の間の実数）， Sk： 葉位kの感受

性指数（ [ 0，1. 0] の間の実数）， I： 侵入率比（ [ 0，1. 0]

の間の実数）， R 0： 病斑基本増殖数（ 実数） で１ 個の親

病斑から １ 世代で同一株内に生じ る 娘病斑数］

　 株外感染によ っ て第 i 条第j 株の葉位k-1 にある 病斑を

伝染源と し て， 第i1条第j1株の葉位kに新た に生じ る 病

斑の数， L k, i1, j1は， 石川ら （ 2008） の伝染勾配に基づき

式２ で求めた。

　 L k, i1, j1＝L k-1, i, j A i1, j1 Sk IR 0ａ e
ｂ  D

/51. 7575（ 式２ ）

 [ k， L k, i, j， Ａ i, j， Sk， I， R 0は式１ と 同じ 。 a， bは伝染

勾配を算出する 指数関数式の定数で， 距離別に当てはめ

る 。 a： 51. 7575（ 106≧ D ≧ 0）， 2. 278555（ 530≧ D ＞

106）， 0 . 01205（ 7450 ≧ D ＞ 530）， 0 . 000102（ D ＞

7450）； b： －0. 03965（ 106≧D≧0）， －0. 01045（ 530≧

D＞106）， －0. 0007（ 7450≧D＞530）， －0. 00006（ D＞

7450）。 D： 演算を 行う 株と 伝染源株と の 格子間距離

（ ㎝）]

　 式１ を用い伝染源が存在する 株， 式２ を用い伝染源が

存在する 株以外の全株についてそれぞれの病斑数を 算出

し た。 ま た， 伝染源が存在する 株が複数存在する 場合は，

それぞれの伝染源によ る 感染について同様の計算を 行い，

それぞれの伝染源に起因する 病斑数を積算し た。

　 演算は条数・ 株数， 条間・ 株間の距離， 初期伝染源と

なる 病斑の位置と 数およ び存在する 葉位， 演算を行う イ

ネの葉位（ いも ち 病菌の世代数）， 親和性割合Ａ i, j， 葉

の葉位別感受性指数Sk， 侵入率比I， 病斑基本増殖数R 0

を設定し 行った。

　 演算結果は世代別に各株の株あたり 病斑数と し て出力

し た。

２ ． モデルによる演算

　 親和性品種と 非親和性品種の混植比（ 以下， 混植比）

1： 0， 1： 1， 1： 3の試験区を ３ 反復でラ テ ン 方格法に

よ っ て配置し た場合（ 以下， ラ テン方格） と ， ラ テン 方

格の９ つの試験区を 全て単一の混植比と し た場合（ 以下，

単一） と を比較し た（ 第１ 図）。 演算は， 条間30㎝， 株間

18. 6㎝と し た41条×92株内に13条×30株（ 約22㎡） の試

験区を９ 区設け， それぞれの試験区間を１ 条ま たは１ 株

空けた条件（ 堀ら ， 2003） と ， 条間22. 5㎝， 株間22. 5㎝

1 : 1  1 : 3  1 : 0   1 : 0  1 : 0  1 : 0  

1 : 3  1 : 0  1 : 1   1 : 0  1 : 0  1 : 0  

1 : 0  1 : 1  1 : 3   1 : 0  1 : 0  1 : 0  

ラ テ ン 方 格  単 一  

第１ 図　 ラ テン 方格と 単一における 試験区の配置

ラ テン方格は３ 区全ての病斑数を集計し た。

単一は混植比1： 0の場合を 例示し ， 太字の区で

病斑数を集計し た。 区の位置の違いによ る 影響

を避ける ため， ラ テン方格で1： 0の区が配置さ

れた区を集計対象と し た。
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と し た132条×132株内に44条×44株（ 100㎡） の試験区

を９ 区設けた条件（ 芦澤， 2007） で行った。

　 演算は新潟県の全般発生開始期である ６ 月中旬（ 原澤

ら ， 2000） の発病葉位に相当する 第７ 葉の病斑を初期伝

染源と し て， 第８ ～13葉への感染について行っ た。 し た

がっ て， 演算中に６ 世代の病斑が増殖する も のと し た。

マルチラ イ ン で同じ 量のいも ち病菌胞子が群落内のイ ネ

に付着し た場合， 感染・ 発病する 病斑の数は親和性品種

の混植割合に比例する と 考えら れる 。 こ のため， 混植比

1： 0， 1： 1， 1： 3の区の初期伝染源はそれぞれ１ ， 0. 5，

0. 25個と し ， ラ テン 方格法で配置さ れた各試験区の中央

株の第７ 葉に配置し た。 混植比1： 0， 1： 1， 1： 3の親和

性割合A i, jはそれぞれ1. 0， 0. 5， 0. 25と し た。 葉位別感

受性指数は， 石川ら （ 2021b） を 基に「 コ シヒ カ リ 」 の

第８ 葉を １ と し た 第13葉ま での値を 算出し ， S 8～S13を

そ れ ぞ れ， １ ， 0. 357， 0. 064， 0. 031， 0. 009， 0. 009と

し た。 本研究では病勢進展が異なる 条件での検討を行わ

な いた め， 侵入率比I は最大値であ る 1. 0の定数と し た。

１ 世代あ たり の病斑基本増殖数R 0は， イ ネの葉齢が若

く 感受性の高い時期の発病事例（ 小林， 1984） など から

群落の病斑数が１ 回の増殖で50倍程度と なる よ う ， 予備

的に演算を行い５ と 設定し た。 予備的な演算は病斑基本

増殖数R 0の値を 変え， 25条×25株， 一般的な 栽植密度

である 条間30㎝， 株間18. 6㎝， 親和性割合A i, j1. 0， 葉の葉

位別感受性指数Sk1. 0の条件で行っ た。 なお， 演算に確

率的要素がないため， 演算回数は各試験条件の設定につ

き １ 回と し た。

　 演算で算出さ れた試験区内の病斑数を 葉位別に集計し ，

全葉位の病斑数を 合計し て株あたり の平均総病斑数を算

出し た。 通常， 圃場試験では試験区の境界近く は発病調

査の対象と し ないため， モデルの演算結果の集計はそれ

ぞれの試験区の端から 約１ m ま での株を 対象から 除外し

た。 １ 区約22㎡では３ 条， ５ 株を 除外し 140株（ ７ 条×

20株）， 100㎡では５ 条， ５ 株を 除外し 1156株（ 34条×34

株） の病斑数を集計対象と し た。 ま た， 単一の病斑数は，

ラ テン方格で1： 0， 1： 1， 1： 3が配置さ れた試験区で，

境界近く の株を除外し たラ テン方格と 同じ 位置の株を集

計対象と し た（ 第１ 図）。

結　 　 果

　 第２ ， ３ 図に病斑数の演算結果を 示し た。 混植比1： 0

の試験区の病斑数は， 試験区面積・ 裁植密度が異なる ２

第３ 図　 隣接区から の飛散胞子の移入が病斑数に及ぼす影響

a， b： １ 区22㎡（ 13条×30株， 条間30. 0㎝， 株間18. 6㎝）。

c， d： １ 区100㎡（ 44条×44株， 条間22. 5㎝， 株間22. 5㎝）。

処理区の配置は， 第１ 図を参照。
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第２ 図　 格子モデルによ る 演算結果の１ 例

ラ テン 方格によ る 試験区22㎡の演算結果

で， 区の配置は第１ 図と 同じ 。

総病斑数は第７ ～13葉の病斑数の合計値。

凡例は総病斑数の範囲を示す。
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つの条件と も に， ラ テン方格に比べ単一で多く ， 両者の

病斑数の差は葉齢が進むに従って大き く なっ た（ 第３ 図

a， c）。 混植比1： 1， 1： 3の試験区の病斑数は1： 0と は

逆に， 単一に比べラ テン方格で多く ， 1： 0と 同様に両者

の病斑数の差は葉齢が進むに従っ て大き く なった（ 第３

図b， d）。 ラ テン 方格の第13葉における 総病斑数は， １

区22㎡ で は1： 0で 単 一 の0. 8倍， 1： 1で1. 3倍， 1： 3で

3. 0倍， １ 区100㎡では1： 0で単一の0. 8倍， 1： 1で1. 5倍，

1： 3で5. 0倍と なり ， 1： 3で1： 1よ り ラ テン 方格と 単一

の差が大き かった。 試験区面積・ 裁植密度が異なる ２ つ

の条件では， 試験区面積の大き い方がラ テン 方格と 単一

の差がやや大き かった。

　 第１ 表にそれぞれの演算条件における 病斑数の， 混植

比1： 0の病斑数に対する 割合を示し た。 こ の値は混植に

よ る 発病抑制効果に相当する 。 理論値は， 1： 1， 1： 3の

親和性品種が1： 0のそれぞれ1/2， 1/4である ため， 1： 1

では第７ 葉1/2， 第８ 葉1/4， 第９ 葉1/8と いも ち 病菌の

世代が進む毎に1/2の累乗に， 1： 3では同様に1/4， 1/16，

1/64と 1/4の累乗と なる 。 単一における 第７ 葉から 第13

葉ま での病斑数の1： 0に対する 割合はほぼ理論値に近い

値と なった。 理論値と 差が生じ たのは， 区の境界近く を

集計から 除外し たためで， 除外し た株も 含め全株の病斑

数で算出する と 理論値と 同じ 値と なっ た（ データ 略）。

ラ テ ン 方 格 に お け る 1： 1の22㎡ で は1/2， 1/4， 1/7，

1/12， 1/18， 1/22， 1/24， 100㎡で は1/2， 1/4， 1/7， 1/11，

1/16， 1/20， 1/22， 1： 3の22㎡では1/4， 1/15， 1/44，

1/78， 1/90， 1/89， 1/85， 100㎡では1/4， 1/14， 1/36，

1/61， 1/72， 1/73， 1/72と 理論値と 異なり ， 葉齢が進む

ほど 理論値と の差は大き く なった。

　 第７ ～13葉の総病斑数の1： 0に対する 割合は， 1： 1の

単一では22㎡で1/20， 100㎡で1/26， ラ テ ン 方格では22

㎡で1/13， 100㎡で1/14， 1： 3の単一では22㎡で1/255，

100㎡ で1/395， ラ テ ン 方 格 で は22㎡ で1/73， 100㎡ で

1/64であっ た。 単一と ラ テン方格では1： 1で1. 5倍， 1. 9

倍， 1： 3で3. 5， 6. 2倍の違いがあった。

考　 　 察

　 Mundt（ 2002） は， マルチラ イ ンの発病抑制は希釈の

効果が大き な割合を占めており ， マルチラ イ ンの試験で

は比較のために設置さ れている 親和性品種の単植区の影

響を 大き く 受ける と し ている 。 本研究の格子モデルによ

る 解析でも ， こ の指摘と 同様に発病の多い単植区から の

移入によ っ て混植区の病斑数が， 単植区が混植区に隣接

し ない場合よ り 多く なる こ と が示さ れた。 ま た， 発病抑

制効果を評価する 基準と なる 単植区の病斑数が， 単植区

よ り 病斑数が少ない混植区の影響で少なく なる こ と が明

ら かと なっ た。 圃場試験での発病抑制効果に相当する 病

斑数の混植比1： 0に対する 割合は， ラ テン 方格では葉齢

の進展に伴い， 理論値と の差が大き く なっ た（ 第１ 表）。

こ れは， 葉齢が進むほど 混植比の異なる 試験区間の発病

程度の差が大き く なり ， 移入によ る 病斑数の影響が大き

く なる ためと 考えら れる 。 ま た， 第13葉ま での総病斑数

の， 単植区に対する 混植区の比はラ テン方格と 単一では，

1： 1で1. 5～1. 9倍， 1： 3で3. 5～6. 2倍異なり ， ラ テン 方

格で発病抑制効果が低く 評価さ れた（ 第１ 表）。 1： 3の

区で1： 1よ り 移入の影響が大き いのは， 区内の病斑数が

少ないほど 試験区外から の移入の影響が相対的に大き く

なる ためと 考えら れる 。

　 マルチラ イ ン の発病抑制効果を 評価する 圃場試験では，

非親和性品種の単植区や非親和性品種の種類を異なら せ

た混植区等が設定さ れている 場合がある 。 その場合には

第１ 表　 各演算条件における 病斑数の混植比1： 0に対する 割合

混植比 区の配置 面積
1： 0に対する 病斑数の割合

a）

７ 葉 ８ 葉 ９ 葉 10葉 11葉 12葉 13葉 13葉ま での総病斑数

1： 1 単一 22㎡ 1/2 1/4 1/8 1/16 1/32 1/64 1/129 1/20

　 100㎡ 1/2 1/4 1/8 1/16 1/32 1/64 1/129 1/26

ラ テン方格 22㎡ 1/2 1/4 1/7 1/12 1/18 1/22 1/24 1/13

　 100㎡ 1/2 1/4 1/7 1/11 1/16 1/20 1/22 1/14

理論 　 1/2 1/4 1/8 1/16 1/32 1/64 1/128 －

1： 3 単一 22㎡ 1/4 1/16 1/64 1/256 1/1026 1/4111 1/16473 1/255

　 100㎡ 1/4 1/16 1/64 1/254 1/1014 1/4049 1/16179 1/395

ラ テン方格 22㎡ 1/4 1/15 1/44 1/78 1/90 1/89 1/85 1/73

　 100㎡ 1/4 1/14 1/36 1/61 1/72 1/73 1/72 1/64

理論 　 1/4 1/16 1/64 1/256 1/1024 1/4096 1/16384 －

ａ ） 各演算条件における 病斑数を， 同じ 区の配置の混植比1： 0の病斑数で除し て求めた。
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本研究よ り 親和性品種単植区の影響が小さ く なる と 推定

さ れる 。 こ のため， 実際にど の程度の影響があったかは

それぞれの試験によ り 異なる も のの， 小規模な圃場試験

ではマルチラ イ ンの発病抑制効果が過小に評価さ れてい

る 可能性が高いと 考えら れる 。

　 本研究の解析では， 第13葉ま での総病斑数で評価し た

理論値と 小規模試験の発病抑制効果は1： 1で1. 5～1. 9

倍， 1： 3で3. 5～6. 2倍異なっ ており （ 第１ 表）， 石川ら

（ 2021a） の圃場試験と 病勢進展モデルと の差2. 4～5. 6

倍に近かった。

　 理論値と 差が生じ る 別の要因と し て， 種子混合によ る

各株の品種構成割合の不均一性がある 。 種子混合し て移

植栽培さ れたマルチラ イ ンでは各株の品種構成割合が確

率的に決定さ れる 。 こ のため， 親和性品種の構成割合が

高い株が存在し ， その影響で各株の品種構成割合が均一

の場合よ り 病斑数が多く な る 。 その増加割合は混植比

1： 3の４ 世代病斑では20～30％と さ れている （ 石川ら ，

2010）。

　 ま た， 発病抑制効果の理論値はいも ち病菌の世代毎に

算出さ れる のに対し ， 圃場試験では世代別の調査は行わ

れておら ず， よ り 発病抑制効果の低い前の世代の発病も

含め調査さ れており ， 圃場試験の発病抑制効果が低く 算

出さ れてし ま う 。 さ ら に， イ ネの生育が進むと 葉身がい

も ち病に抵抗的になり 病勢が停滞する 。 こ のため， 発病

抑制効果の高い新し い世代の病斑が群落全体の病斑に占

める 割合が低く なる こ と も ， 圃場試験で発病抑制効果が

低く 評価さ れる 要因と なっている と 考えら れる 。 本研究

の単一における 混植比1： 1では第13葉の発病抑制効果は

22㎡， 100㎡と も に1/129だが， 第13葉ま での総病斑数で

は1/20， 1/26， 1： 3では第13葉は1/16473， 1/16179， 総

病斑数は1/255， 1/395と なっており ， 両者には大き な差

が認めら れる （ 第１ 表）。

　 小規模試験における 発病抑制効果の値と その理論値と

の差は， 本研究で明ら かと なっ た隣接試験区から の菌の

移入， 種子混合によ る 影響（ 石川ら ， 2010）， 圃場試験

の発病調査の方法およ び生育後半の病勢の停滞で概ね説

明が可能である 。 し たがって， マルチラ イ ンの菌動態に

大き く 影響する 未知の要因は存在し ないと 考えら れる 。

　 試験区面積の異なる ２ 条件で演算を行っ たが， 総病斑

数は１ 区面積100㎡の方が少なかっ た（ 第３ 図）。 こ れは，

両条件と も 伝染源を 各区１ 個と し たため， 単位面積当た

り の伝染源量が１ 区面積22㎡よ り 少なく なったためと 考

えら れる 。 試験区面積以外の演算条件が異なる ため， 本

研究では試験区の大き さ の違いによ って， 移入の影響が

ど の程度異なる かは検討でき ないと 考えら れる 。 こ れを

明ら かにする には， 単位面積当たり の伝染源量を揃え，

その配置を確率的に決定し ， 多数回の演算を行う 検討が

必要と 思われる 。

　 本研究では発病抑制効果の仕組みが明ら かと なっ てい

る マルチラ イ ンを モデル化し て， 小規模試験における 菌

の移入・ 移出の影響を解析し た。 殺菌剤の効果試験など

他の発病抑制技術の評価を小規模試験で行う 場合も ， マ

ルチラ イ ンの試験と 同様に隣接試験区から の移入・ 移出

の影響を受ける と 推定さ れる 。 石黒（ 2001） は数種殺菌

剤の作用特性をモデル化し て葉いも ちの病勢進展モデル

BLA STL（ 橋本ら ， 1984） に 組み込み， 演算結果を 圃

場における 薬剤防除試験の結果と 比較し ， 良好な結果が

得ら れたと し ている 。 殺菌剤やその他の防除手段につい

ても ， 本研究で行ったよ う に作用特性を モデルに組み込

めば， 小規模試験における 移入・ 移出の影響を 推定し ，

それぞれの防除手段本来の発病抑制効果を評価でき る 可

能性がある 。

謝　 　 辞

　 新潟県農業総合研究所樋口泰浩専門研究員には， モデ

ルのプロ グラ ムの操作性向上にご協力いただいた。 こ の

場を借り て深く 御礼申し 上げま す。

　

引用文献

芦澤武人（ 2007） マルチラ イ ンにおける イ ネいも ち病の

発病抑制機構と シミ ュ レ ーショ ンモデルによ る その

解析． 東北農試研報108： 1-46．

原澤良栄・ 堀　 武志・ 小潟慶司・ 藤巻雄一（ 2000） 新潟

県における 葉いも ち全般発生開始期の発生実態． 北

陸病虫研報48： 1-8．

橋本　 晃・ 平野喜代人・ 松本和夫（ 1984） シ ミ ュ レ ー

ショ ンによ る 葉いも ちの発生予察に関する 研究． 福

島農試特研報２ ： 1-104．

堀　 武志・ 石川浩司・ 佐々木行雄・ 芦澤武人（ 2003） コ

シヒ カリ と その抵抗性同質遺伝子系統の混植栽培で

の穂いも ち発病抑制に関与する 要因． 日植病報69：

268（ 講要）．

石黒　 潔（ 2001） シミ ュ レ ーショ ン ・ モデルを 用いたイ

ネいも ち病（ 葉いも ち） 防除法の改善． 東北農試研



北陸病害虫研究会報　 第72号　 令和５ 年度12

164．

巌佐　 庸（ 1998） 生態学における 格子モデル． 日本物理

学会誌53： 319-326．

Nakajim a, T ., Sonoda, R and Yaegashi, H.（ 1996） Effect 

of a m ultiline of r ice cultivar Sasanishiki and its 

isogenic lines on suppressing rice blast disease．

A nn.Phytopathol. Soc. Jpn. 62： 227-233．

小林次郎（ 1984） 発生初期における 葉いも ちの疫学的研

究． 秋田農試研報26： 1-84．

進藤敬助・ 細野　 修（ 1989） 多系品種の利用によ る いも

ち病の発病抑制． 東北農試研報79： 1-13．

M undt, C. C. ( 2002)  Use of m ultiline cultivars and 

cultivar m ixtures for disease m anagem ent. A nnu.

Rev. Phytopaol. 40： 381-410．

吉野嶺一（ 1979） いも ち病菌の侵入に関する 生態学的研

究． 北陸農試研報22： 163-221．

（ 2023年１ 月11日受理）

 

報99： 1-110．

石川浩司・ 堀　 武志・ 黒田智久・ 佐藤秀明・ 原澤良栄

（ 2008） 葉いも ち感染時に観察さ れる 伝染源から の

４ 種類の伝染勾配． 日植病報74： 209（ 講要）．

石川浩司・ 黒田智久・ 岩田大介（ 2010） マルチラ イ ンに

おける 植付け株の親和性割合の不均一が葉いも ち発

病に及ぼす影響． 日植病報76： 207（ 講要）．

石川浩司・ 堀　 武志・ 黒田智久・ 佐々木行雄（ 2021a）

マルチラ イ ン で葉いも ち病斑の垂直分布割合が上位

葉で低く なる 要因． 北陸病虫研報70： 27-31．

石川浩司・ 黒田智久・ 佐藤秀明・ 岩田大介（ 2021b） 葉

位別感受性指数によ る イ ネ品種の葉いも ち圃場抵抗

性の評価． 北陸病虫研報70： 33-39．

石川浩司・ 黒田智久（ 2021） イ ネいも ち病菌の株内感染．

北陸病虫研報70： 41-46．

石崎和彦（ 2010） 新潟県における 「 コ シ ヒ カ リ 新潟BL

シ リ ーズ」 の開発と 普及． 育種学研究12( 4) ： 160-


